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1. 事業計画・全般的事項 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  計画地周辺の道路は，現在も渋滞

しており，農道を迂回する車などが

多く見られる。周辺交通への影響に

配慮して出入口の一本化等を計画

しているようだが，事業実施による

交通量や車の流れの変化について

具体的に計画する必要があると考

える。 

交通計画については，今後とも関係機関との協議

を進めて，適切に対応を検討してまいります。 
 

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1     
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2. 大気質，騒音，振動 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  重機の稼働に係る二酸化窒素

及び浮遊粒子状物質の 1 時間値

の予測結果は環境基準等を満足

しているものの，基準値に近い数

値となっており寄与率も高い。保

全対策を十分おこなって工事を

進めてほしい。 

重機の稼働が一時期に集中しないように工事工程の

平準化に努めながら工事を進めてまいります。 

また，可能な限り排出ガス対策型の重機を採用して負

荷を低減できるように努めます。 

 

2  昼間・夜間といった時間帯で区

切って等価騒音レベルを算出す

ると，稼働していない時間を含め

た平均値となるため，実際の稼働

時間帯と比べて低い値で算出さ

れる。一時的に発生する大きな音

が近隣住民等との間で問題とな

ることもあるため，予測計算で設

定している，「Ti：i番目の騒音の

継続時間」について確認したい。 

供用後の騒音については，①鉄道等の走行(駅構内で

の貨車入換作業を含む)，②施設の稼働(室外設備機器：

ルームエアコン)，③重機等の稼働(フォークリフト等)，

④資材・製品・人等の運搬・輸送について予測を実施し

ており，このうち Ti を用いて等価騒音レベルを予測し

たものは②と③です。例えば，③のフォークリフトの荷

役作業は文献を元に作業時間Tiを84秒に設定し，現駅

の実績より設定した作業回数分を足し合わせて夜間(22

時～6時)であれば8時間(28,800秒)で割っています。 

①鉄道等の走行については，「在来線鉄道の新設又は

大規模改良に際しての騒音対策の指針について」に示さ

れる単発騒音暴露レベルと列車本数より等価騒音レベ

ルを求める方法としているため，Ti は用いておりませ

ん。ここで，単発騒音暴露レベルは，車両が通過する間

のエネルギーを継続時間 1 秒間の定常騒音として換算

したものであるため，予測結果は現地調査で計測した車

両の通過時間を考慮したものとなっています。予測にあ

たっては，等価騒音レベルに加え，参考としてピーク値

についても実施しています。 

なお，等価騒音レベルの予測は，①鉄道等の走行と

いった個々の影響要因だけでなく，①～④の影響要因

全てを複合したものについても実施して保全対象への

影響を確認しています。 

準備書 

8.2 騒音 

(P8.2-29，30，

P8.2-40，52)

 

 

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし    
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33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  ①鉄道等の走行に係る騒音の

予測は，1本1本の通過時間を考

慮したものなのか。 

④資材・製品・人等の運搬・輸

送に係る騒音については，どのよ

うに予測しているのか。 

①鉄道等の走行に係る騒音については，現駅において

通過する車両の騒音レベルと通過時間を1本1本計測し

ており，そのデータから単発騒音暴露レベルを算出して

予測に用いています。 

④資材・製品・人等の運搬・輸送に係る騒音について

は，日本音響学会のASJ RTN-Model 2013を用いて予測

をおこなっています。 

準備書 

8.2 騒音 

(P8.2-29，30，

P8.2-12，13)

 

2  現時点で予想されている貨物

の取扱量に変化があった場合は

市民や審査会に報告されるのか。 

貨物列車の運行は，旅客列車の運行ダイヤとの兼ね合

いがあり，運行本数を増加させることは容易ではないた

め，新駅においても変化しないものと想定しています。

貨物の取扱量が変化した場合は，事後調査において適切

に対応してまいります。 

 

3  この事業は，現駅から機能移転

するものであるが，場所が移るだ

けで基本的には変わらないとい

う認識なのか。何か改善されるこ

とはないのか。 

走行する列車の本数は基本的に現駅から変化は無い

と想定していますが，新駅はE&S方式で整備することか

ら貨車の入換回数が減少する見込みであり，環境負荷の

低減に寄与するものと想定されます。 

 

 

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1      
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3. 水質，水象（地下水），地形・地質，地盤沈下 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  仮設沈砂池から放流する水や放流先排水

路における浮遊物質量の計算は，実際に使

用する盛土材の性状を利用して再計算する

ことが必要である。 

準備書11章の事後調査計画に示してい

るとおり，実際に使用する盛土材の性状に

ついては事後調査において確認します。そ

の条件で仮設沈砂池からの放流水及び放

流先排水路における浮遊物質量の計算を

実施する予定です。 

準備書 

11.事後調査計画

(P11-14) 

2  仮設沈砂池のメンテナンスを行わない

と，想定している濁水低減効果を担保する

ことができないことから，保全措置として

記されている「仮設沈砂池に堆積した土砂

は適宜除去する」について，適宜ではなく

目安を示すこと。 

評価書においては，以下のとおり修正し

た記載とします。 

「仮設沈砂池に堆積した土砂は，半年に1

回または堆砂深50cm を目安として適宜除

去する。」 

準備書 

8.4 水質 

(P8.4-11) 

 

本資料 

7.準備書からの

変更箇所① 

(P.7参照) 

3  雨水利用により水循環への影響の低減を

積極的に図っていくことが望ましい。 

雨水利用の可能性について検討してま

いります。 

検討した結果については，評価書におい

て示します。 

 

 

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  方法書等〔再手続版〕における市民等の

意見に対する事業者の見解のうち「水循環」

についての見解の中で，3行目「雨水流出係

数」とあるのは「雨水流出量」ではないか。

水循環の予測においては，記載のとお

り，現況と工事完了後の流出係数を比較す

ることにより，水循環の変化の程度を確認

しています。 

なお，8.6-1ページの「雨水流出量」と

いう表現は，「流出係数」に修正いたしま

す。 

準備書 

8.6 水循環 

(P8.6-1) 

 

本資料 

7.準備書からの

変更箇所② 

(P.8参照) 

2  水質調査結果で，降雨時のデータ 3 件が

示されているが，晴天時に比べると調査数

が少ないため，さらに10mm程度以上の事例

があっても良いのではないか。 

降雨時の調査において日最大 1 時間雨

量が 10mm 以上となるデータは確認できて

いませんが，平成 29 年 2 月に渇水期の降

雨時(調査日の日最大1時間雨量1.5mm)に

おける調査を実施しており，評価書ではそ

のデータを追記する予定です。 

工事中の事後調査においては降雨時の

排水状況を確認し，適切に対応してまいり

ます。 

準備書 

8.4 水質 

(P8.4-4) 

 

本資料 

7.準備書からの

変更箇所③ 

(P.9参照) 
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33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  今後の調査では，濁水の発生しやすい状

況を最大限予想して評価するため，今後そ

のような状況下で水質の調査を実施するこ

とが望ましい。 

水質の事後調査は，濁水が発生しやすい

時期等に留意して調査を実施し，状況の把

握に努めてまいります。 

 

2  大雨により計画地一帯が浸水した場合，

計画地を盛土造成することによって，これ

まで計画地内の水田に流れ込んで浸透・貯

留されていた水量分だけ周辺の氾濫水位が

上昇することになると考える。その影響に

ついて示すことが望ましい。 

計画地内への降雨については，「宮城県

防災調整池設置指導要綱」に基づく防災調

整池を設置して雨水を貯留する計画とし

ていることから，周辺への影響はないもの

と考えております。 

平成29年5月に宮城県が公表した想定

し得る最大規模の降雨による洪水浸水想

定区域図によると，七北田川及び梅田川が

氾濫した場合の計画地周辺の浸水深は

0.5～3.0m未満となっています。 

仮に計画地内が盛土造成されることに

よる影響を検討しますと，単純に造成量を

浸水面積で割り戻した場合，数センチメー

トル程度の水位上昇が生じるものと推算

されます。 

本資料 

7.準備書からの

変更箇所④ 

(P.10参照) 

 

《参考資料》 

(P.11参照) 

 

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

 

  

4. 植物，動物，生態系 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   
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5. 景観・自然との触れ合いの場 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

 

  

6. 廃棄物等，温室効果ガス等 
11））  第第 11 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 33 月月 2211 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

22））  第第 11 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

33））  第第 22 回回審審査査会会のの指指摘摘事事項項へへのの対対応応（（平平成成 2299 年年 66 月月 66 日日））  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   

44））  第第 22 回回審審査査会会後後のの文文書書にによよるる指指摘摘事事項項へへのの対対応応  

  指指摘摘 事事項項  対対応応 方方針針  備備考考  

1  なし   
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7. 準備書からの変更箇所  

①仮設沈砂池における堆積土砂の撤去目安（準備書 P8.4-11） 

 
8.4.3. 環境の保全及び創造のための措置 

(1) 工事による影響(盛土・掘削等) 

盛土・掘削等による水質への影響を予測した結果，計画地からのSS濃度は，仙台市公害防止条

例の排水基準を満足することから，放流先排水路の水質への影響は小さいものと予測された。 

本事業の実施にあたっては，盛土・掘削等による水質への影響を可能な限り低減するため，表 

8.4 10 に示す措置を講ずることとする。 

表 8.4-10 環境の保全及び創造のための措置（工事による影響(盛土・掘削等)） 

環境影響要因 環境の保全及び創造のための措置の内容 
工事による影響 
（盛土・掘削等） 

・仮設沈砂池を早期に整備して，表水のみ農業排水路に排出すること

で濁水の影響を極力抑える。 
・仮設沈砂池に堆積した土砂は，半年に 1 回または堆砂深 50cm を目

安として適宜除去する。 
・掘削後の仮置き土砂や長期間の裸地となることで土砂の流出の可能

性が生じる箇所は，必要に応じてシート等で覆い濁水発生の抑制に

努める。 

 

(※変更箇所は赤字表記) 
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②雨水流出量の表記修正（準備書 P8.6-1） 

 
8.6. 水循環 

8.6.1. 現況調査 

現況調査は実施しない。 
 

8.6.2. 予測 

 (1) 存在による影響（工作物等の出現）【簡略化項目】 

ア 予測内容 

工作物等の出現に伴う水循環への影響の程度とした。 

 

イ 予測地域等 

予測地域は，計画地内とした。 

 

ウ 予測対象時期 

予測対象時期は，工事が完了した時点(平成 32 年)とした。 

 

エ 予測方法 

予測方法は，工事計画及び保全対策等を基に，土地利用の種別ごとに，面積と雨水流出係数を

掛け，足し合わせることで，現況及び工事完了後のそれぞれの敷地全体の雨水流出係数を求め，

その結果を比較することにより，工作物等の出現に伴う水循環の変化の程度を把握した。 

  
オ 予測結果 

土地利用別面積と流出係数の計算結果を表 8.6-2 に示す。 

本事業に伴い，雨水の平均流出係数は，現況の 0.70 から 0.01 増加して 0.71 に変化すると予測

される。 

表 8.6-2 土地利用別面積と流出係数の計算 

地表面の種類 
現 況 工事の完了後 

流出
係数

備 考 面 積 
(ha) 

流出係数×面積
面 積 
(ha) 

流出係数×面積

屋根 － － 2.3 2.07 0.90 建物部分 

道路 1.3 1.11 12.0 10.20 0.85 駐車場，コンテナホーム等

軌道 － － 6.4 1.92 0.30  

その他の不浸透面 0 0 － － 0.80  

水面 0.4 0.4 1.8 1.80 1.00 調整池，開水路 

間地 2.1 0.42 0.1 0.02 0.20 植生法面 

田 18.5 13.88 － － 0.75  

畑 0.3 0.06 － － 0.20  

合 計 22.6 15.87 22.6 16.01   

平均流出係数 0.70 0.71   

出典）「開発行為・宅地造成工事 許可申請の手引き」(平成 28 年 4月 仙台市都市整備局建築宅地部開発調整課) 

   「道路土工要綱(平成 21 年度版)」(平成 21 年 6月 日本道路協会) 
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③水質の降雨時データ追加（準備書 P8.4-4） 

 
(5) 調査結果 

ア 既存資料調査 

計画地及びその周辺の公共用水域の水質(汚濁物質の濃度等)の状況，発生源の状況，利水の状

況は「6.地域の概況 6.1 自然的状況 6.1.2.水環境」，気象の状況は「6.地域の概況 6.1 自然

的状況 6.1.1.大気環境」，水生生物の状況等は「6.地域の概況 6.1 自然的状況 6.1.4.生物環

境」に示すとおりである。 

 

イ 現地調査 

水質の現地調査結果は表 8.4 5 に示すとおりである。以下に概要を示す。 

 

① SS（浮遊物質量） 

No.1～No.5 の SS(浮遊物質量)は，晴天時(平水時)が 1mg/L～71mg/L，渇水期における降雨時は

1mg/L 未満～17mg/L，出水期における降雨時は 13mg/L～68mg/L であった。 

晴天時(平水時)は春季にSSが大きくなる傾向にあり，No.2においては他地点と比較して恒常的

に高い値を示した。 

また，渇水期及び出水期における降雨時の SS(浮遊物質量)は，出水期のほうが大きくなる傾向

にあった。 

 

② 流量 

No.1～No.5 の流量は、晴天時(平水時)において計測可能な流量が無い，もしくは流量が確認さ

れた場合で最大で0.0158 m3/sであった。渇水期における降雨時は，計測可能な流量が無く，出水

期における降雨時は，0.0053 m3/s～0.0619 m3/s であった。 

晴天時(平水時)は，概ね夏季において水の流れが確認できる程度であり，その他の季節におい

てはほぼ計測可能な水の流れが無く，水路に水が溜まっている状態であった。 

また，渇水期における降雨時は，計測可能な水の流れが無く，水路に水が溜まっている状態で

あった。出水期における降雨時の流量は，No.2 を除く地点では夏季における晴天時(平水時)に比

べて多い傾向にあり，No.2においては夏季における晴天時(平水時)に比べて少ない結果であった。 

表 8.4-5 水質の調査結果 

調査時期 調査日 
浮遊物質量：SS (mg/L) 流量 (m3/s) 調査時の

降雨量No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 

晴天時(平水時) H26/12/26 1 4 5 2  0.0004 － － －   

 H27/ 2/23 2 24 11 5  － － － －   

 H27/ 4/27 22 23 45 14  － － － 0.0091   

 H27/ 6/23 12 34 49 16  0.0158 0.0039 0.0081 －   

 H27/ 8/20 1 32 10 7  0.0077 0.0110 － －   

 H27/10/21 6 45 8 －  － － － －   

 H28/ 4/26     9     －  

 H28/ 6/15     42     0.002  

 H28/ 8/15     71     －  

 H28/10/14     14     －  

 H28/12/ 7     3     －  

渇水期(降雨時) H27/ 1/23 9 16 17 <1  － － － －  1.5mm 

 H29/ 2/23     13     － 1.5mm 

出水期(降雨時) H27/ 7/16 13 68 58 21  0.0619 0.0053 0.0167 0.0075  5.0mm 

 H28/ 7/14     54     － 1.5mm 

※：表内の網掛け部分は，調査結果の最大値を示す。 
※：浮遊物質量の「－」は調査時に水が無かったため採水ができず，測定及び分析不能であったことを示す。 
※：流量の「－」は調査時に流れが無かったことを示す。 
※：調査時の降雨量に示す値は，調査日の日最大 1時間雨量を示す。 
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④氾濫時の浸水深の変化追加（準備書 P1-24） 

 
1.4.9. 排水計画 

(1) 基本方針 

計画地周辺は，水田を中心とした農業地帯であり，現在は雨水の流出抑制を担っている。本計

画により，雨水流出量が増加することとなり，計画地より下流側における洪水発生の危険性が高

くなることから，これを防ぐために，雨水流出抑制対策として，防災調整池を設置する。 

 
(2) 防災調整池の概要 

防災調整池の概要は表 1.4-13，計画地周辺における排水路の状況は図 1.4-11，排水計画図は

図 1.4-12 に示すとおりである。 
計画地に降った雨及び上流部から流入する雨水は，計画地を横断する農業用排水路を経て梅田

川へ流入している。現況の雨水排水は，市道余目高江線を境に南北に流域が分かれており，こ

の流域を変えないように計画をする必要があることから，現況の流域に対して南北に 1 箇所ず

つ防災調整池を設置する計画とした。調整池計画は，「防災調整池設置指導要綱」(平成 8 年 1

月 宮城県)に基づいて行い，以下のとおり安全性等に配慮した。 

・調整池底高は，排水路の管底高さに合わせて掘り込みを浅くする。 

・堤体の構造は，調整池内側をブロック積擁壁による護岸(1:0.5)，調整池外側を法面(1:2.5)

とする。法面に施す植生工においては，周辺植生に配慮し，在来種の採用に努める。 

・堤体の天端幅は 4.0m とする。 

・調整池底版は，雑草対策としてコンクリートを打設する。 

・調整池に流入する雨水を速やかに排出させるため，調整池底版に側溝を設置する。 

・調整池の管理(土砂撤去等)のため，堤防から池底に下りる管理道路(W=4.0m)を設ける。 

・調整池外周には，外部からの侵入防止対策として，忍び返し付きのフェンスを設置する。 

表 1.4-13 防災調整池の概要 

調整池名 区分 
単位流出
抑制容量

排水系統 
(区域面積) 

必要容量 貯留面積 調整池容量

北側調整池 
平地部恒久 

防災調整池 
750 m3/ha

北側排水系統

(約 6.6ha) 
約 4,960 m3 約 5,250 m2 約 5,010 m3

南側調整池 
南側排水系統

(約 14.5ha) 
約 10,860 m3 約10,350 m2 約12,420 m3

 
(3) 排水処理計画 

新駅構内の排水計画図は図 1.4-13 に示すとおりである。 
事務所等から発生した汚水は，公共下水道に排出する。 
雨水排水は，軌道排水溝及びホーム側溝ならびに合流暗渠により南北それぞれの防災調整池に

集めてから農業用排水路に排水する。駅構内の排水溝は，定期的に清掃を行う。また，油の流出

を防止するため，貨車検修庫等の必要な箇所に油水分離槽を設置する。なお，国道 4号より南西

側の雨水は，現況と同様に計画地南端から排水される。 

計画地内への降雨については，防災調整池により貯留する計画としているが，大雨により計画

地周辺一帯が浸水した場合，計画地を盛土造成することによって，これまで計画地内の水田に流

れ込んでいた水量分の氾濫水位が上昇する可能性が考えられる。「七北田川水系七北田川・梅田

川 洪水浸水想定区域図」(宮城県，平成 29 年 5 月)によれば，想定しうる最大規模の降雨による

計画地周辺一帯の浸水深は 0.5～3.0m 未満となっている。当該区域図を基に，七北田川及び梅田

川に挟まれた範囲が浸水した場合を仮定し，本事業の地形改変に伴い変化する貯水可能域の体積

から水位上昇値を簡易的に計算した結果，計画地周辺一帯の浸水深が 0.5m の際の水位上昇は約

1cm，浸水深が 3.0m の際は約 4cm に留まるものと推算される。 
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図-1 七北田川水系七北田川・梅田川洪水浸水想定区域図(左：計画規模，右：想定最大規模) 
(平成 29 年 5月，宮城県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 仙台市浸水想定区域図(内水ハザードマップ)  図-3 せんだい水害・土砂災害ハザードマップ 

(平成 25 年 6 月，仙台市)         (平成 28 年 3月，仙台市) 

 

 

 

以上 

計画地 計画地

計画地 計画地


